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福島県阿武隈高地において多くの人々に長期

にわたり避難生活を強いた㈱東京電力福島第一

原子力発電所（以下、福一）の事故からすでに

8年が経過した。避難解除により故郷に戻った

人もいるが、家族が分断された人もいる。また、

戻らない人、いつか戻りたい人、そして戻れな

かった人がいる。福一事故を教訓とするために

は科学と社会の関係を考えなければならない。

簡単な合意形成は困難かもしれないが、本論を

2030年のSDGs達成に向けたマイルストーンと

したい。

放射線の被曝による直接的な健康影響につい

ては長期的な調査研究が進行しているところで

あり、ここでは触れない。避難解除された地域

では人々の暮らしはすでに始まっている。それ

は解決ではなく諒解であり、苦渋の選択であっ

た。諒解の形成過程の理解は、原子力災害の“受

苦”から遠く離れた人々にとっても文明社会の

あり方を見直し、「つくる責任つかう責任」を

意識するきっかけになるはずである。

福島における原子力災害は継続中である。そ

の発生から現在に至るまでの間、科学者は原子

はじめに

科学者とステークホルダーの関係

力災害に様々な関係性を持ってきた。その関係

性に対する姿勢の違いをステークホルダーとの

関わりという観点から纏めてみたい。

福一事故の後、数多くの科学者が福島の現場

に入った。その成果は莫大な数の論文として纏

められているが、その成果が被災地域でどのよ

うな役割を持ったかという点については今後の

課題であろう。ステークホルダーは世界、日本、

地域、住民という階層性を持ち、その中で科学

者が誰を、何をステークホルダーと認識したか、

により答えは変わってくる。

放射性物質の沈着と移行のメカニズムを明ら

かにしようとした科学者は目覚ましい働きをし

た。例えば、大学の研究者が中心となって文部

科学省に働きかけて実施された土壌調査では

のべ1,000人を超える研究者らが福島に集合し、

福一約100 km圏内で約2,200か所もの土壌サン

プル調査を実施し、その成果を踏まえた航空機

モニタリングの改訂結果が8月30日に公開され

た1。事故から約半年でこれだけの成果を発信

できたことは先進国としての日本の面目躍如と

いったところであった。その他にも多くの研究

が推進され、科学者の活躍は素晴らしかった。

科学的調査が進む中、現場、特に避難区域の

周辺地域では居住者と科学者が協働し、環境回

復と生業の継続を目指した活動が各所で行われ

ていた。例えば、避難区域である川俣町山木屋

地区、浪江町とも接する二本松市東和では事故

直後から有機農業を核として科学者との協働に

よる様々な試みが行われている2。

筆者は国の調査に参加しながら、同時に川俣

町山木屋地区において避難している方々と協働

するチーム活動を行ってきた3。その経験を通

して気づいたことがステークホルダーの階層性

である。放射性物質移行の普遍的メカニズムを

明らかにしようとする科学者のステークホル

ダーは国や世界であり、その視点はグローバル

である。一方、現場の問題を解決しようとする

科学者のステークホルダーは現場の当事者であ

り、その視点はローカルであり、地域性を重視

する。それぞれのステークホルダーが解決の対

象とする直近の問題は、日本の回復、環境の回

復、暮らしの回復、等々異なっているのである。

ステークホルダーの階層性を理解することによ

り、問題とは何か、問題の解決とは何か、が明

らかとなってくる。多くの科学者は問題の一部

を扱っているに過ぎない。

山木屋地区に大量の放射性物質の沈着があっ

たのは2011年3月15日の午後である。その後、

住民は不安に苛まれながらも、農作業や新学期

の準備に勤しんでいた。4月22日には計画的避

難区域として指定されたが、住民は避難先探し

から始めなければならなかった。避難がほぼ完

了したのは7月頃であったが、それまでは高い

線量の中での暮らしが継続していた。避難から

暮らしスケールの放射能調査

2年が経過した2013年7月には避難区域の見直

しが合意され、8月には避難指示解除準備区域

と居住制限区域に再編されたが、この合意は周

辺の避難自治体と比較して大幅に遅れた。それ

は、山木屋地区の中でも汚染の程度に違いがあ

り、住民の間で葛藤が生じたためである。2016

年3月に“川俣町山木屋地区除染等に関する検

証委員会報告書”が町長に手交されたが、避

難指示解除はその一年後の2017年3月31日で

あった。

この間、住民の間でも様々な立場、事情の違

いが葛藤を生んできたが、筆者らのチームは帰

還を望む方々をステークホルダーとし、日常の

暮らしに関わる範囲の放射能調査、対策の提案

を行ってきた。特に山地斜面における放射性物

質沈着の空間的不均質性に重点を置いた調査を

行った。それは里山として機能してきた山林は

山村の暮らしに不可欠な存在であるからであ

る。椎茸の原木出荷、堆肥としての落葉落枝の

活用の他にも、マイナーサブシステンスとして

の山菜や茸採りは暮らしにとってかけがえのな

い大切な営みであったが、その重要性は都会の

暮らしからは認識しがたいかも知れない。

2011年3月15日の原子炉建屋の水蒸気爆発

で北西方向の斜面に沿って上昇した放射性プ

ルームは太平洋側斜面では谷底に放射性物質を

多く沈着させたが、太平洋流域の分水界を越え

ると尾根部の沈着が多くなる。山木屋地区では
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第二章　今、世の中が注視している環境問題
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山木屋乙二地区（避難解除前の2015年11月3日撮
影）。山は紅葉に彩られているが、かつて水田だった
低地は除染土の仮置き場になっている。奥の斜面の麓
には復興メガソーラー発電所が設置され、売電収入は
地域の復興に役立てられる。手前は除染後の畑である
が、畝は農業再開への希望を意味している。
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福一に向いた南東向き斜面の上部で空間線量率

が高い傾向にあり、また常緑樹林の空間線量率

が高かった。文部科学省の航空機モニタリング

による小縮尺の空間線量率マップは福一周辺が

広く一様に汚染されているイメージを国民に与

えてしまったように思う。山林内における空間

線量率の分布はきわめて不均質であり、短い距

離でも大きく変化したが、ある程度の予測も可

能であった。山林すべての除染は合理的ではな

いが、暮らしスケールの放射能調査を行い、隔

離、封じ込め等の処理により山と関わる暮らし

を維持することが可能になると思われる。その

ための提言を国や地域に対して行ってきた。

原子力災害の解決を考えながら山木屋地区と

の関わりを継続してきたが、短期的な解決とは

諒解の形成にすぎない。諒解するためには、科

学的あるいは経済的合理性だけではなく、地域

に対する共感、および社会のあり方に関する理

念の共有が必要である。理念は地域における暮

らしや社会のあり方に対する考え方とも関連す

る。よって、三つの基準を共有するコミュニ

ティーは地域や立場により複数存在し、階層性

を持つことにもなる。異なるステークホルダー

群（例えば、都市的世界と農村的社会）を包

摂できる合意基準を考えることが次の課題にな

る。異なるステークホルダー群の間の関係性を

認識する習慣を持つことが、これまで日本が経

験してきた公害や大事故を乗り越え、幸せを実

合意形成の基準

現する社会を構築するために必要であると考え

る。

2011年の春期は多くの学会が大会を中止し

た中で、農村計画学会は4月9日にシンポジウ

ムを開催し、会員メッセージを纏めた。そこで

筆者が記述したことは、都市と農村の関係であ

る。生態学者の故栗原康の著書に基づき4、農

山漁村における“共貧のシステム”と世界に顔

を向けた高度管理型都市の“緊張のシステム”

を双利共生させ、二つの世界を自由に行き来で

きる精神的習慣を持つことのできる社会を思い

描いた。2011年5月に東電の電気料金の値上げ

が報道されたときに、“私には関係ないことな

のに”という発言を聞いたが、福一は東電の施

設であり、そこで発電された電気は首都圏に暮

らす“私たち”が使っている。関係がないとす

ると、それは貨幣により電気を購入し、その先

にあるものとの関係性を絶つ資本主義の習慣で

もある。しかし、関係性を絶つということは、

この国が“犠牲のシステム”によって成り立っ

ていることを認めることに他ならない。今後の

日本はさらに成長を続けることができるのだろ

うか。定常社会あるいは縮退社会は不幸のシス

テムではない。様々な関係性を尊重する共生社

会は今後の日本が目指すひとつの方向性を示し

ていると考えられる。

都市と農村の関係性

原子力災害は継続中であり、直ちに汚染前の

もとの状態に戻すという意味での解決は実質的

に不可能である。よって、諒解の形成という形

の解決に向けて進んで行かざるを得ない。その

時、科学者は問題にどのように対峙したら良

いのか。一つのヒントがPielke（2007）の示し

た科学者と政策との関係の四つの類型化にあ

る5。①純粋な研究者（Pure Scientist）以外で

政策と関わるのは、②科学の仲介者（Science 

Arbiter）、 ③ 論 点 主 義 者（Issue Advocate）、

そして④複数の政策の誠実な仲介者（Honest 

Broker of Policy Alternative）である。②は社

会との接点は論文のみであり、③と④がステー

クホルダーと協働する科学者である。③は対応

するステークホルダー群により、国、世界と協

働する科学者と、地域で人と協働する科学者に

分かれる。④は階層的なステークホルダーを俯

おわりに 瞰しながら、問題、ここでは原子力災害の解決

策を提案するということになるが6、それは近

代文明のあり方を論じることになるだろう。

2019年現在、山木屋地区では約3割の住民が

帰還を果たしているが、地区の未来に対する課

題は山積している。そのような中でも住民有志

が結成したNPO「やまきやお気軽ネットワー

ク」は、山木屋の桜マップ作り、山木屋ダンス

フェスといったイベントの企画等を通じてマイ

ナスからプラスへの復興を目指している。


